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医 療 法 律と
「医療広告規制について」

ห࢜ޢ法人  ైڠಉ法཯ࣄ຿ॴ

ห࢜ޢɹനށɹ༞৏
ＱＡ第24回

＆

■相■談■者  ：私は東北地方の地域医療支援病
院で長年勤務していましたが、このたび地元の
仙台市内でクリニックを開設することになりま
した。開設に当たりいろいろな媒体で広告を
掲載することを考えているのですが、医療機
関の広告に関する規制があったと記憶してい
ます。
■弁■護■士  ：おっしゃるとおりです。
　医療は人の生命・身体に関わるサービスで
あり不当な広告によって誘引されて不適当な
治療等が行われた場合の被害は著しいこと、
また、極めて専門性の高いサービスであり広告
の受け手が提供される実際のサービスの質を
事前に判断することが困難であることから、医
療法第６条の５をはじめとする法令に基づき
広告規制がなされています。医療機関が広告
を行う際に遵守すべき基準を明確にしたもの
として、厚生労働省の「医業若しくは歯科医業
又は病院若しくは診療所に関する広告等に関
する指針」（医療広告ガイドライン、以下「ガイ
ドライン」といいます。）が定められています。

■相■談■者  ：私がクリニックを開設する場合の
広告も規制の対象になるのでしょうか。
■弁■護■士  ：法令による規制の対象となる「医
療広告」とは、患者の受診等を誘引する意図が
あること（誘因性）、医業若しくは医業を提供

する者の氏名若しくは名称又は病院若しくは
診療所の名称が特定可能であること（特定性）
の二つの要件をいずれも満たす場合をいうも
のとされています。クリニックを宣伝するため
の広告であれば基本的に上記要件を満たして
医療広告に該当するでしょう。

■相■談■者  ：当院では、従来的な方法による広
告掲載以外にも、集客や利用者への情報提供
のためにホームページを開設する予定です。ま
た、各種SNSによる情報発信も行いたいと考
えており、クリニックの公式アカウントの運用
だけでなく、院長の私やその他のスタッフの個
人アカウントも活用して発信できたらと思って
います。このような場合も広告規制の対象にな
るのでしょうか。
■弁■護■士  ：チラシ、ポスターや出版物といった
従来の媒体以外に、ホームページやSNS（情
報処理の用に供する機器によるもの）の場合
であっても、上記の医療広告の要件を満たせ
ば規制の対象になりますので、法令・ガイドラ
インにのっとって運用を行う必要があります。
医師個人アカウントや名義で行う場合も、医
師の氏名や医療機関名が特定できる場合には
医療広告に該当することが多いものと思われ
ます。

■相■談■者  ：なるほど、やはり自分にも関係する
こととして考えなければなりませんね。
　法令やガイドラインではどのような内容の
広告が規制されているのでしょうか。
■弁■護■士  ：医療広告規制の基本的な枠組みと
しては、以下のとおりです。

（１）法令上禁止される広告（医療法第６条の
５第１項、同２項、医療法施行規則第１条の
９）は記載してはならない【ガイドライン
第３】。

（２）原則として、広告可能な事項（医療法第６
条の５第３項各号）しか記載できない【ガイ
ドライン第４】。

（３） （２）の例外として、広告可能事項の限定
解除の要件（医療法施行規則第１条の９の
２）を満たす場合は、広告可能な事項の限定
を解除し、他の事項を広告することができ
る【ガイドライン第５】。

■相■談■者  ：上記（１）の法令上禁止される広告
にはどのようなものがあるのでしょうか。
■弁■護■士  ：①内容が虚偽にわたる広告、②他
の病院又は診療所と比較して優良である旨の
広告、③誇大な広告、④公序良俗に反する内容
の広告、⑤広告可能事項以外の広告（上記（２）

（３））、⑥患者等の主観に基づく治療等の内容
又は効果に関する体験談、⑦治療等の内容又
は効果について患者等を誤認させるおそれが
ある治療等の前又は後の写真等です。加えて、
⑧その他、品位を損ねる内容の広告や他の法
令又は他法令に関連するガイドラインで禁止
される内容の広告も、医療広告としては適切で
はなく厳に慎むべきであるとされています（他
法令としては、医薬品医療機器等法、健康増進

法、景品表示法、不正競争防止法等）。

■相■談■者  ：たくさんあるのですね。虚偽広告
や誇大広告については何となく分かりますが、
具体的にはどのような記載が違反になるので
しょうか。当院としては、最先端の治療方法や
医療機器を導入していることや、それにより最
良の治療が実現することをアピールしたいと
考えています。
■弁■護■士  ：例えば、「最新の治療法」や「最新の
医療機器」といった表現は、医学的、社会的な
常識の範囲で事実と認められる場合には必ず
しも禁止されませんが、裏付けとなる根拠を示
して客観的に実証できる必要があります。ま
た、新たな治療法や医療機器が定着した場合
や、そうでなくとも一定の年数が経過している
場合は「最新」との表現が不適切となり、誇大
広告（上 記③）等に該 当するおそれがあり
ます。
　「最先端の治療」や「最適の医療」といった表
現は、誇大広告（上記③）に該当し、「最良の医
療」や「最上の医療」との表現も、他の病院又は
診療所と比較して優良である旨の広告（上記
②）に該当して記載できませんので注意してく
ださい（医療広告ガイドラインに関するＱ&Ａ

（以下「Ｑ&Ａ」といいます。）：Ｑ２－１～３）。

■相■談■者  ：結構厳しいのですね。違反しない
よう注意したいと思います。
　当院のウェブページやSNSに、患者さんか
ら寄せられた治療内容や効果に関する体験談
を広告に記載したいとも考えていたのですが、
本人から掲載の了承を得ていたとしても上記
⑥に該当して違反になるのでしょうか。

■弁■護■士  ：このような体験談については、個々
の患者の状態等により当然に感想は異なるも
のであり誤認を与えるおそれがあることから、
新たに広告禁止事項に規定されました。なお、
禁止されているのは医療機関が誘引を目的と
して体験談等を紹介することですので、患者個
人が運営するウェブサイトやSNS、第三者が
運営する口コミサイト等への体験談の掲載に
ついては、医療機関が広告料の費用負担等の
便宜を図って掲載を依頼しているなど誘因性
が認められない場合には、前述の医療広告に
該当しませんので規制の対象外です（ガイド
ライン第３．１（６）、Ｑ&Ａ：Ｑ２－９～11）。

■相■談■者  ： 治療前後の比較写真（ビフォーア
フター写真）が掲載されているのはよく見かけ
る気がしますが、上記⑦に該当して違反になる
のでしょうか。
■弁■護■士  ：個々の患者の状態等により当然に
治療等の結果は異なるものであるため、誤認
させるおそれがある写真等については医療広
告として認められません。ただし、一律に認め
られないわけではなく、術前又は術後の写真
に通常必要とされる治療内容、費用等に関す
る事項や、治療等の主なリスク、副作用等に関
する事項等の詳細な説明を付して、それらの
情報を患者等に分かりやすいように配慮して
掲載している場合には誤認の恐れが小さいた
め許容されています。なお、治療効果に関する
事項は広告可能事項ではないため、別途広告
可能事項の限定解除の要件を満たす必要があ
ります（ガイドライン 第３．１（７）、Ｑ&Ａ：
Ｑ２－８）。

■相■談■者  ： 上記（２）の広告可能な事項につい
ては、どのように定められているのでしょ
うか。
■弁■護■士  ：医療法第６条の５第３項各号で定
められており、医師又は歯科医師である旨（１
号）、診療科名（２号）、医療機関の名称、管理
者の氏名、所在地、電話番号（３号）、診療日や
診療時間、予約診療の有無（４号）など15項目
が列挙されています。

■相■談■者  ：包括的な規定や厚生労働大臣の広
告告示等で別途定めているものも多いため、
条文からは具体的にどのような内容の記載が
許されているのかの判断が難しい印象を受け
ます。差し当たり気になった事項として、医師
の資格名や略歴（９号関係）の記載に関して注
意しておいた方がよい点はあるでしょうか。
■弁■護■士  ：広告可能事項は多岐にわたるため、
各項目について法令やガイドラインを確認い
ただければと思います。医師等の専門性に関
する資格名（９号関係）については、専門医機
構による認定を受けた旨について広告が可能
ですが、認定団体の名称を資格名と共に示す
必要があること、専門医機構による認定を受
けた専門性と同一の基本的な診療領域に該当
する専門性について学会による認定を受けた
旨を広告することは原則としてできないこと
に注意が必要と思われます（ガイドライン第
４．４（９）Ｑ&Ａ：Ｑ３－５、６）。また、医師の
略歴として記載する事項は社会的な評価を受
けている客観的事実であってその正否につい
て容易に確認できるものであることが必要と
されます。医師会の役職や学会の役員である
旨は現任であれば広告は可能ですが、当該団

体のウェブサイト上等で活動内容や役員名簿
が公開されていることが必要です（Ｑ&Ａ：
Ｑ３－15）。

■相■談■者  ：最後に、上記（３）の広告可能事項
の限定解除とはどういうことなのでしょうか。
■弁■護■士  ：上記（２）のとおり、原則として広告
可能な事項以外は広告をしてはならないこと
とされていますが、患者等が自ら求めて入手す
る情報については、適切な情報提供が円滑に
行われる必要があるとの考え方から、広告可
能事項の限定解除の要件を満たす場合には他
の 事 項を広告することが で きます（上 記

（３））。限定解除の具体的な要件は下記のとお
りです（医療法施行規則第１条の９の２）。な
お、広告可能事項以外の事項についても、法令
上禁止される広告（上記（１））を記載してはな
らないことは同様ですので、改めてご注意くだ
さい。
①医療に関する適切な選択に資する情報で

あって患者等が自ら求めて入手する情報を
表示するウェブサイトその他これに準じる
広告であること。

②表示される情報の内容について、患者等が
容易に照会ができるよう、問い合わせ先を
記載することその他の方法により明示する
こと。

③自由診療に係る通常必要とされる治療等の
内容、費用等に関する事項について情報を
提供すること。

④自由診療に係る治療等に係る主なリスク、副
作用等に関する事項について情報を提供す
ること。

■相■談■者  ：医療広告規制の基本的な枠組み
について理解できました。感覚的に問題ない
だろうと思っていても詳しく調べてみると違反
している事項がありそうでしたので、十分に注
意して当局の指導等を受けないように気を付
けたいと思います。
■弁■護■士  ：厚生労働省のウェブサイトにガイ
ドラインや同Ｑ&Ａ、「医療広告規制における
ウェブサイト等の事例解説書」等が掲載されて
おり、具体例を交えて詳細に解説されています
ので、ぜひ参考にしてください。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①媒体を問わず誘引性、特定性を有する場合
には医療広告に該当し、医療法等の法令に
よる規制を受けることとなる。

②医療広告規制の基本的な枠組みとしては、
（１）法令上禁止される広告は記載してはな
らないこと、（２）原則として広告可能な事
項しか記載できないこと、（３）（２）の例
外として、広告可能事項の限定解除の要件
を満たす場合は広告可能な事項の限定を解
除し、他の事項を広告することができるこ
との３点である。

③詳細な規制内容や具体例については、厚生
労働省のウェブサイトに掲載されている医
療広告ガイドラインや同Ｑ&Ａ等の関係資
料を参考にされたい。

※本稿は、令和７年７月末日時点の医療広告ガイド
ライン、同Ｑ&Ａ等の内容に基づいて執筆されて
います。
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■相■談■者  ：私は東北地方の地域医療支援病
院で長年勤務していましたが、このたび地元の
仙台市内でクリニックを開設することになりま
した。開設に当たりいろいろな媒体で広告を
掲載することを考えているのですが、医療機
関の広告に関する規制があったと記憶してい
ます。
■弁■護■士  ：おっしゃるとおりです。
　医療は人の生命・身体に関わるサービスで
あり不当な広告によって誘引されて不適当な
治療等が行われた場合の被害は著しいこと、
また、極めて専門性の高いサービスであり広告
の受け手が提供される実際のサービスの質を
事前に判断することが困難であることから、医
療法第６条の５をはじめとする法令に基づき
広告規制がなされています。医療機関が広告
を行う際に遵守すべき基準を明確にしたもの
として、厚生労働省の「医業若しくは歯科医業
又は病院若しくは診療所に関する広告等に関
する指針」（医療広告ガイドライン、以下「ガイ
ドライン」といいます。）が定められています。

■相■談■者  ：私がクリニックを開設する場合の
広告も規制の対象になるのでしょうか。
■弁■護■士  ：法令による規制の対象となる「医
療広告」とは、患者の受診等を誘引する意図が
あること（誘因性）、医業若しくは医業を提供
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の二つの要件をいずれも満たす場合をいうも
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の広告であれば基本的に上記要件を満たして
医療広告に該当するでしょう。

■相■談■者  ：当院では、従来的な方法による広
告掲載以外にも、集客や利用者への情報提供
のためにホームページを開設する予定です。ま
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師の氏名や医療機関名が特定できる場合には
医療広告に該当することが多いものと思われ
ます。

■相■談■者  ：なるほど、やはり自分にも関係する
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■弁■護■士  ：①内容が虚偽にわたる広告、②他
の病院又は診療所と比較して優良である旨の
広告、③誇大な広告、④公序良俗に反する内容
の広告、⑤広告可能事項以外の広告（上記（２）

（３））、⑥患者等の主観に基づく治療等の内容
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た、新たな治療法や医療機器が定着した場合
や、そうでなくとも一定の年数が経過している
場合は「最新」との表現が不適切となり、誇大
広告（上 記③）等に該 当するおそれがあり
ます。
　「最先端の治療」や「最適の医療」といった表
現は、誇大広告（上記③）に該当し、「最良の医
療」や「最上の医療」との表現も、他の病院又は
診療所と比較して優良である旨の広告（上記
②）に該当して記載できませんので注意してく
ださい（医療広告ガイドラインに関するＱ&Ａ

（以下「Ｑ&Ａ」といいます。）：Ｑ２－１～３）。

■相■談■者  ：結構厳しいのですね。違反しない
よう注意したいと思います。
　当院のウェブページやSNSに、患者さんか
ら寄せられた治療内容や効果に関する体験談
を広告に記載したいとも考えていたのですが、
本人から掲載の了承を得ていたとしても上記
⑥に該当して違反になるのでしょうか。

■弁■護■士  ：このような体験談については、個々
の患者の状態等により当然に感想は異なるも
のであり誤認を与えるおそれがあることから、
新たに広告禁止事項に規定されました。なお、
禁止されているのは医療機関が誘引を目的と
して体験談等を紹介することですので、患者個
人が運営するウェブサイトやSNS、第三者が
運営する口コミサイト等への体験談の掲載に
ついては、医療機関が広告料の費用負担等の
便宜を図って掲載を依頼しているなど誘因性
が認められない場合には、前述の医療広告に
該当しませんので規制の対象外です（ガイド
ライン第３．１（６）、Ｑ&Ａ：Ｑ２－９～11）。

■相■談■者  ： 治療前後の比較写真（ビフォーア
フター写真）が掲載されているのはよく見かけ
る気がしますが、上記⑦に該当して違反になる
のでしょうか。
■弁■護■士  ：個々の患者の状態等により当然に
治療等の結果は異なるものであるため、誤認
させるおそれがある写真等については医療広
告として認められません。ただし、一律に認め
られないわけではなく、術前又は術後の写真
に通常必要とされる治療内容、費用等に関す
る事項や、治療等の主なリスク、副作用等に関
する事項等の詳細な説明を付して、それらの
情報を患者等に分かりやすいように配慮して
掲載している場合には誤認の恐れが小さいた
め許容されています。なお、治療効果に関する
事項は広告可能事項ではないため、別途広告
可能事項の限定解除の要件を満たす必要があ
ります（ガイドライン 第３．１（７）、Ｑ&Ａ：
Ｑ２－８）。

■相■談■者  ： 上記（２）の広告可能な事項につい
ては、どのように定められているのでしょ
うか。
■弁■護■士  ：医療法第６条の５第３項各号で定
められており、医師又は歯科医師である旨（１
号）、診療科名（２号）、医療機関の名称、管理
者の氏名、所在地、電話番号（３号）、診療日や
診療時間、予約診療の有無（４号）など15項目
が列挙されています。

■相■談■者  ：包括的な規定や厚生労働大臣の広
告告示等で別途定めているものも多いため、
条文からは具体的にどのような内容の記載が
許されているのかの判断が難しい印象を受け
ます。差し当たり気になった事項として、医師
の資格名や略歴（９号関係）の記載に関して注
意しておいた方がよい点はあるでしょうか。
■弁■護■士  ：広告可能事項は多岐にわたるため、
各項目について法令やガイドラインを確認い
ただければと思います。医師等の専門性に関
する資格名（９号関係）については、専門医機
構による認定を受けた旨について広告が可能
ですが、認定団体の名称を資格名と共に示す
必要があること、専門医機構による認定を受
けた専門性と同一の基本的な診療領域に該当
する専門性について学会による認定を受けた
旨を広告することは原則としてできないこと
に注意が必要と思われます（ガイドライン第
４．４（９）Ｑ&Ａ：Ｑ３－５、６）。また、医師の
略歴として記載する事項は社会的な評価を受
けている客観的事実であってその正否につい
て容易に確認できるものであることが必要と
されます。医師会の役職や学会の役員である
旨は現任であれば広告は可能ですが、当該団

体のウェブサイト上等で活動内容や役員名簿
が公開されていることが必要です（Ｑ&Ａ：
Ｑ３－15）。

■相■談■者  ：最後に、上記（３）の広告可能事項
の限定解除とはどういうことなのでしょうか。
■弁■護■士  ：上記（２）のとおり、原則として広告
可能な事項以外は広告をしてはならないこと
とされていますが、患者等が自ら求めて入手す
る情報については、適切な情報提供が円滑に
行われる必要があるとの考え方から、広告可
能事項の限定解除の要件を満たす場合には他
の 事 項を広告することが で きます（上 記

（３））。限定解除の具体的な要件は下記のとお
りです（医療法施行規則第１条の９の２）。な
お、広告可能事項以外の事項についても、法令
上禁止される広告（上記（１））を記載してはな
らないことは同様ですので、改めてご注意くだ
さい。
①医療に関する適切な選択に資する情報で

あって患者等が自ら求めて入手する情報を
表示するウェブサイトその他これに準じる
広告であること。

②表示される情報の内容について、患者等が
容易に照会ができるよう、問い合わせ先を
記載することその他の方法により明示する
こと。

③自由診療に係る通常必要とされる治療等の
内容、費用等に関する事項について情報を
提供すること。

④自由診療に係る治療等に係る主なリスク、副
作用等に関する事項について情報を提供す
ること。

■相■談■者  ：医療広告規制の基本的な枠組み
について理解できました。感覚的に問題ない
だろうと思っていても詳しく調べてみると違反
している事項がありそうでしたので、十分に注
意して当局の指導等を受けないように気を付
けたいと思います。
■弁■護■士  ：厚生労働省のウェブサイトにガイ
ドラインや同Ｑ&Ａ、「医療広告規制における
ウェブサイト等の事例解説書」等が掲載されて
おり、具体例を交えて詳細に解説されています
ので、ぜひ参考にしてください。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①媒体を問わず誘引性、特定性を有する場合
には医療広告に該当し、医療法等の法令に
よる規制を受けることとなる。

②医療広告規制の基本的な枠組みとしては、
（１）法令上禁止される広告は記載してはな
らないこと、（２）原則として広告可能な事
項しか記載できないこと、（３）（２）の例
外として、広告可能事項の限定解除の要件
を満たす場合は広告可能な事項の限定を解
除し、他の事項を広告することができるこ
との３点である。

③詳細な規制内容や具体例については、厚生
労働省のウェブサイトに掲載されている医
療広告ガイドラインや同Ｑ&Ａ等の関係資
料を参考にされたい。

※本稿は、令和７年７月末日時点の医療広告ガイド
ライン、同Ｑ&Ａ等の内容に基づいて執筆されて
います。
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■相■談■者  ：私は東北地方の地域医療支援病
院で長年勤務していましたが、このたび地元の
仙台市内でクリニックを開設することになりま
した。開設に当たりいろいろな媒体で広告を
掲載することを考えているのですが、医療機
関の広告に関する規制があったと記憶してい
ます。
■弁■護■士  ：おっしゃるとおりです。
　医療は人の生命・身体に関わるサービスで
あり不当な広告によって誘引されて不適当な
治療等が行われた場合の被害は著しいこと、
また、極めて専門性の高いサービスであり広告
の受け手が提供される実際のサービスの質を
事前に判断することが困難であることから、医
療法第６条の５をはじめとする法令に基づき
広告規制がなされています。医療機関が広告
を行う際に遵守すべき基準を明確にしたもの
として、厚生労働省の「医業若しくは歯科医業
又は病院若しくは診療所に関する広告等に関
する指針」（医療広告ガイドライン、以下「ガイ
ドライン」といいます。）が定められています。

■相■談■者  ：私がクリニックを開設する場合の
広告も規制の対象になるのでしょうか。
■弁■護■士  ：法令による規制の対象となる「医
療広告」とは、患者の受診等を誘引する意図が
あること（誘因性）、医業若しくは医業を提供

する者の氏名若しくは名称又は病院若しくは
診療所の名称が特定可能であること（特定性）
の二つの要件をいずれも満たす場合をいうも
のとされています。クリニックを宣伝するため
の広告であれば基本的に上記要件を満たして
医療広告に該当するでしょう。

■相■談■者  ：当院では、従来的な方法による広
告掲載以外にも、集客や利用者への情報提供
のためにホームページを開設する予定です。ま
た、各種SNSによる情報発信も行いたいと考
えており、クリニックの公式アカウントの運用
だけでなく、院長の私やその他のスタッフの個
人アカウントも活用して発信できたらと思って
います。このような場合も広告規制の対象にな
るのでしょうか。
■弁■護■士  ：チラシ、ポスターや出版物といった
従来の媒体以外に、ホームページやSNS（情
報処理の用に供する機器によるもの）の場合
であっても、上記の医療広告の要件を満たせ
ば規制の対象になりますので、法令・ガイドラ
インにのっとって運用を行う必要があります。
医師個人アカウントや名義で行う場合も、医
師の氏名や医療機関名が特定できる場合には
医療広告に該当することが多いものと思われ
ます。

■相■談■者  ：なるほど、やはり自分にも関係する
こととして考えなければなりませんね。
　法令やガイドラインではどのような内容の
広告が規制されているのでしょうか。
■弁■護■士  ：医療広告規制の基本的な枠組みと
しては、以下のとおりです。

（１）法令上禁止される広告（医療法第６条の
５第１項、同２項、医療法施行規則第１条の
９）は記載してはならない【ガイドライン
第３】。

（２）原則として、広告可能な事項（医療法第６
条の５第３項各号）しか記載できない【ガイ
ドライン第４】。

（３） （２）の例外として、広告可能事項の限定
解除の要件（医療法施行規則第１条の９の
２）を満たす場合は、広告可能な事項の限定
を解除し、他の事項を広告することができ
る【ガイドライン第５】。

■相■談■者  ：上記（１）の法令上禁止される広告
にはどのようなものがあるのでしょうか。
■弁■護■士  ：①内容が虚偽にわたる広告、②他
の病院又は診療所と比較して優良である旨の
広告、③誇大な広告、④公序良俗に反する内容
の広告、⑤広告可能事項以外の広告（上記（２）

（３））、⑥患者等の主観に基づく治療等の内容
又は効果に関する体験談、⑦治療等の内容又
は効果について患者等を誤認させるおそれが
ある治療等の前又は後の写真等です。加えて、
⑧その他、品位を損ねる内容の広告や他の法
令又は他法令に関連するガイドラインで禁止
される内容の広告も、医療広告としては適切で
はなく厳に慎むべきであるとされています（他
法令としては、医薬品医療機器等法、健康増進

法、景品表示法、不正競争防止法等）。

■相■談■者  ：たくさんあるのですね。虚偽広告
や誇大広告については何となく分かりますが、
具体的にはどのような記載が違反になるので
しょうか。当院としては、最先端の治療方法や
医療機器を導入していることや、それにより最
良の治療が実現することをアピールしたいと
考えています。
■弁■護■士  ：例えば、「最新の治療法」や「最新の
医療機器」といった表現は、医学的、社会的な
常識の範囲で事実と認められる場合には必ず
しも禁止されませんが、裏付けとなる根拠を示
して客観的に実証できる必要があります。ま
た、新たな治療法や医療機器が定着した場合
や、そうでなくとも一定の年数が経過している
場合は「最新」との表現が不適切となり、誇大
広告（上 記③）等に該 当するおそれがあり
ます。
　「最先端の治療」や「最適の医療」といった表
現は、誇大広告（上記③）に該当し、「最良の医
療」や「最上の医療」との表現も、他の病院又は
診療所と比較して優良である旨の広告（上記
②）に該当して記載できませんので注意してく
ださい（医療広告ガイドラインに関するＱ&Ａ

（以下「Ｑ&Ａ」といいます。）：Ｑ２－１～３）。

■相■談■者  ：結構厳しいのですね。違反しない
よう注意したいと思います。
　当院のウェブページやSNSに、患者さんか
ら寄せられた治療内容や効果に関する体験談
を広告に記載したいとも考えていたのですが、
本人から掲載の了承を得ていたとしても上記
⑥に該当して違反になるのでしょうか。

■弁■護■士  ：このような体験談については、個々
の患者の状態等により当然に感想は異なるも
のであり誤認を与えるおそれがあることから、
新たに広告禁止事項に規定されました。なお、
禁止されているのは医療機関が誘引を目的と
して体験談等を紹介することですので、患者個
人が運営するウェブサイトやSNS、第三者が
運営する口コミサイト等への体験談の掲載に
ついては、医療機関が広告料の費用負担等の
便宜を図って掲載を依頼しているなど誘因性
が認められない場合には、前述の医療広告に
該当しませんので規制の対象外です（ガイド
ライン第３．１（６）、Ｑ&Ａ：Ｑ２－９～11）。

■相■談■者  ： 治療前後の比較写真（ビフォーア
フター写真）が掲載されているのはよく見かけ
る気がしますが、上記⑦に該当して違反になる
のでしょうか。
■弁■護■士  ：個々の患者の状態等により当然に
治療等の結果は異なるものであるため、誤認
させるおそれがある写真等については医療広
告として認められません。ただし、一律に認め
られないわけではなく、術前又は術後の写真
に通常必要とされる治療内容、費用等に関す
る事項や、治療等の主なリスク、副作用等に関
する事項等の詳細な説明を付して、それらの
情報を患者等に分かりやすいように配慮して
掲載している場合には誤認の恐れが小さいた
め許容されています。なお、治療効果に関する
事項は広告可能事項ではないため、別途広告
可能事項の限定解除の要件を満たす必要があ
ります（ガイドライン 第３．１（７）、Ｑ&Ａ：
Ｑ２－８）。

■相■談■者  ： 上記（２）の広告可能な事項につい
ては、どのように定められているのでしょ
うか。
■弁■護■士  ：医療法第６条の５第３項各号で定
められており、医師又は歯科医師である旨（１
号）、診療科名（２号）、医療機関の名称、管理
者の氏名、所在地、電話番号（３号）、診療日や
診療時間、予約診療の有無（４号）など15項目
が列挙されています。

■相■談■者  ：包括的な規定や厚生労働大臣の広
告告示等で別途定めているものも多いため、
条文からは具体的にどのような内容の記載が
許されているのかの判断が難しい印象を受け
ます。差し当たり気になった事項として、医師
の資格名や略歴（９号関係）の記載に関して注
意しておいた方がよい点はあるでしょうか。
■弁■護■士  ：広告可能事項は多岐にわたるため、
各項目について法令やガイドラインを確認い
ただければと思います。医師等の専門性に関
する資格名（９号関係）については、専門医機
構による認定を受けた旨について広告が可能
ですが、認定団体の名称を資格名と共に示す
必要があること、専門医機構による認定を受
けた専門性と同一の基本的な診療領域に該当
する専門性について学会による認定を受けた
旨を広告することは原則としてできないこと
に注意が必要と思われます（ガイドライン第
４．４（９）Ｑ&Ａ：Ｑ３－５、６）。また、医師の
略歴として記載する事項は社会的な評価を受
けている客観的事実であってその正否につい
て容易に確認できるものであることが必要と
されます。医師会の役職や学会の役員である
旨は現任であれば広告は可能ですが、当該団

体のウェブサイト上等で活動内容や役員名簿
が公開されていることが必要です（Ｑ&Ａ：
Ｑ３－15）。

■相■談■者  ：最後に、上記（３）の広告可能事項
の限定解除とはどういうことなのでしょうか。
■弁■護■士  ：上記（２）のとおり、原則として広告
可能な事項以外は広告をしてはならないこと
とされていますが、患者等が自ら求めて入手す
る情報については、適切な情報提供が円滑に
行われる必要があるとの考え方から、広告可
能事項の限定解除の要件を満たす場合には他
の 事 項を広告することが で きます（上 記

（３））。限定解除の具体的な要件は下記のとお
りです（医療法施行規則第１条の９の２）。な
お、広告可能事項以外の事項についても、法令
上禁止される広告（上記（１））を記載してはな
らないことは同様ですので、改めてご注意くだ
さい。
①医療に関する適切な選択に資する情報で

あって患者等が自ら求めて入手する情報を
表示するウェブサイトその他これに準じる
広告であること。

②表示される情報の内容について、患者等が
容易に照会ができるよう、問い合わせ先を
記載することその他の方法により明示する
こと。

③自由診療に係る通常必要とされる治療等の
内容、費用等に関する事項について情報を
提供すること。

④自由診療に係る治療等に係る主なリスク、副
作用等に関する事項について情報を提供す
ること。

■相■談■者  ：医療広告規制の基本的な枠組み
について理解できました。感覚的に問題ない
だろうと思っていても詳しく調べてみると違反
している事項がありそうでしたので、十分に注
意して当局の指導等を受けないように気を付
けたいと思います。
■弁■護■士  ：厚生労働省のウェブサイトにガイ
ドラインや同Ｑ&Ａ、「医療広告規制における
ウェブサイト等の事例解説書」等が掲載されて
おり、具体例を交えて詳細に解説されています
ので、ぜひ参考にしてください。

◆ このＱ＆Ａから何を学ぶか ◆

①媒体を問わず誘引性、特定性を有する場合
には医療広告に該当し、医療法等の法令に
よる規制を受けることとなる。

②医療広告規制の基本的な枠組みとしては、
（１）法令上禁止される広告は記載してはな
らないこと、（２）原則として広告可能な事
項しか記載できないこと、（３）（２）の例
外として、広告可能事項の限定解除の要件
を満たす場合は広告可能な事項の限定を解
除し、他の事項を広告することができるこ
との３点である。

③詳細な規制内容や具体例については、厚生
労働省のウェブサイトに掲載されている医
療広告ガイドラインや同Ｑ&Ａ等の関係資
料を参考にされたい。

※本稿は、令和７年７月末日時点の医療広告ガイド
ライン、同Ｑ&Ａ等の内容に基づいて執筆されて
います。
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■相■談■者  ：私は東北地方の地域医療支援病
院で長年勤務していましたが、このたび地元の
仙台市内でクリニックを開設することになりま
した。開設に当たりいろいろな媒体で広告を
掲載することを考えているのですが、医療機
関の広告に関する規制があったと記憶してい
ます。
■弁■護■士  ：おっしゃるとおりです。
　医療は人の生命・身体に関わるサービスで
あり不当な広告によって誘引されて不適当な
治療等が行われた場合の被害は著しいこと、
また、極めて専門性の高いサービスであり広告
の受け手が提供される実際のサービスの質を
事前に判断することが困難であることから、医
療法第６条の５をはじめとする法令に基づき
広告規制がなされています。医療機関が広告
を行う際に遵守すべき基準を明確にしたもの
として、厚生労働省の「医業若しくは歯科医業
又は病院若しくは診療所に関する広告等に関
する指針」（医療広告ガイドライン、以下「ガイ
ドライン」といいます。）が定められています。

■相■談■者  ：私がクリニックを開設する場合の
広告も規制の対象になるのでしょうか。
■弁■護■士  ：法令による規制の対象となる「医
療広告」とは、患者の受診等を誘引する意図が
あること（誘因性）、医業若しくは医業を提供

する者の氏名若しくは名称又は病院若しくは
診療所の名称が特定可能であること（特定性）
の二つの要件をいずれも満たす場合をいうも
のとされています。クリニックを宣伝するため
の広告であれば基本的に上記要件を満たして
医療広告に該当するでしょう。

■相■談■者  ：当院では、従来的な方法による広
告掲載以外にも、集客や利用者への情報提供
のためにホームページを開設する予定です。ま
た、各種SNSによる情報発信も行いたいと考
えており、クリニックの公式アカウントの運用
だけでなく、院長の私やその他のスタッフの個
人アカウントも活用して発信できたらと思って
います。このような場合も広告規制の対象にな
るのでしょうか。
■弁■護■士  ：チラシ、ポスターや出版物といった
従来の媒体以外に、ホームページやSNS（情
報処理の用に供する機器によるもの）の場合
であっても、上記の医療広告の要件を満たせ
ば規制の対象になりますので、法令・ガイドラ
インにのっとって運用を行う必要があります。
医師個人アカウントや名義で行う場合も、医
師の氏名や医療機関名が特定できる場合には
医療広告に該当することが多いものと思われ
ます。

■相■談■者  ：なるほど、やはり自分にも関係する
こととして考えなければなりませんね。
　法令やガイドラインではどのような内容の
広告が規制されているのでしょうか。
■弁■護■士  ：医療広告規制の基本的な枠組みと
しては、以下のとおりです。

（１）法令上禁止される広告（医療法第６条の
５第１項、同２項、医療法施行規則第１条の
９）は記載してはならない【ガイドライン
第３】。

（２）原則として、広告可能な事項（医療法第６
条の５第３項各号）しか記載できない【ガイ
ドライン第４】。

（３） （２）の例外として、広告可能事項の限定
解除の要件（医療法施行規則第１条の９の
２）を満たす場合は、広告可能な事項の限定
を解除し、他の事項を広告することができ
る【ガイドライン第５】。

■相■談■者  ：上記（１）の法令上禁止される広告
にはどのようなものがあるのでしょうか。
■弁■護■士  ：①内容が虚偽にわたる広告、②他
の病院又は診療所と比較して優良である旨の
広告、③誇大な広告、④公序良俗に反する内容
の広告、⑤広告可能事項以外の広告（上記（２）

（３））、⑥患者等の主観に基づく治療等の内容
又は効果に関する体験談、⑦治療等の内容又
は効果について患者等を誤認させるおそれが
ある治療等の前又は後の写真等です。加えて、
⑧その他、品位を損ねる内容の広告や他の法
令又は他法令に関連するガイドラインで禁止
される内容の広告も、医療広告としては適切で
はなく厳に慎むべきであるとされています（他
法令としては、医薬品医療機器等法、健康増進

法、景品表示法、不正競争防止法等）。

■相■談■者  ：たくさんあるのですね。虚偽広告
や誇大広告については何となく分かりますが、
具体的にはどのような記載が違反になるので
しょうか。当院としては、最先端の治療方法や
医療機器を導入していることや、それにより最
良の治療が実現することをアピールしたいと
考えています。
■弁■護■士  ：例えば、「最新の治療法」や「最新の
医療機器」といった表現は、医学的、社会的な
常識の範囲で事実と認められる場合には必ず
しも禁止されませんが、裏付けとなる根拠を示
して客観的に実証できる必要があります。ま
た、新たな治療法や医療機器が定着した場合
や、そうでなくとも一定の年数が経過している
場合は「最新」との表現が不適切となり、誇大
広告（上 記③）等に該 当するおそれがあり
ます。
　「最先端の治療」や「最適の医療」といった表
現は、誇大広告（上記③）に該当し、「最良の医
療」や「最上の医療」との表現も、他の病院又は
診療所と比較して優良である旨の広告（上記
②）に該当して記載できませんので注意してく
ださい（医療広告ガイドラインに関するＱ&Ａ

（以下「Ｑ&Ａ」といいます。）：Ｑ２－１～３）。

■相■談■者  ：結構厳しいのですね。違反しない
よう注意したいと思います。
　当院のウェブページやSNSに、患者さんか
ら寄せられた治療内容や効果に関する体験談
を広告に記載したいとも考えていたのですが、
本人から掲載の了承を得ていたとしても上記
⑥に該当して違反になるのでしょうか。

■弁■護■士  ：このような体験談については、個々
の患者の状態等により当然に感想は異なるも
のであり誤認を与えるおそれがあることから、
新たに広告禁止事項に規定されました。なお、
禁止されているのは医療機関が誘引を目的と
して体験談等を紹介することですので、患者個
人が運営するウェブサイトやSNS、第三者が
運営する口コミサイト等への体験談の掲載に
ついては、医療機関が広告料の費用負担等の
便宜を図って掲載を依頼しているなど誘因性
が認められない場合には、前述の医療広告に
該当しませんので規制の対象外です（ガイド
ライン第３．１（６）、Ｑ&Ａ：Ｑ２－９～11）。

■相■談■者  ： 治療前後の比較写真（ビフォーア
フター写真）が掲載されているのはよく見かけ
る気がしますが、上記⑦に該当して違反になる
のでしょうか。
■弁■護■士  ：個々の患者の状態等により当然に
治療等の結果は異なるものであるため、誤認
させるおそれがある写真等については医療広
告として認められません。ただし、一律に認め
られないわけではなく、術前又は術後の写真
に通常必要とされる治療内容、費用等に関す
る事項や、治療等の主なリスク、副作用等に関
する事項等の詳細な説明を付して、それらの
情報を患者等に分かりやすいように配慮して
掲載している場合には誤認の恐れが小さいた
め許容されています。なお、治療効果に関する
事項は広告可能事項ではないため、別途広告
可能事項の限定解除の要件を満たす必要があ
ります（ガイドライン 第３．１（７）、Ｑ&Ａ：
Ｑ２－８）。

■相■談■者  ： 上記（２）の広告可能な事項につい
ては、どのように定められているのでしょ
うか。
■弁■護■士  ：医療法第６条の５第３項各号で定
められており、医師又は歯科医師である旨（１
号）、診療科名（２号）、医療機関の名称、管理
者の氏名、所在地、電話番号（３号）、診療日や
診療時間、予約診療の有無（４号）など15項目
が列挙されています。

■相■談■者  ：包括的な規定や厚生労働大臣の広
告告示等で別途定めているものも多いため、
条文からは具体的にどのような内容の記載が
許されているのかの判断が難しい印象を受け
ます。差し当たり気になった事項として、医師
の資格名や略歴（９号関係）の記載に関して注
意しておいた方がよい点はあるでしょうか。
■弁■護■士  ：広告可能事項は多岐にわたるため、
各項目について法令やガイドラインを確認い
ただければと思います。医師等の専門性に関
する資格名（９号関係）については、専門医機
構による認定を受けた旨について広告が可能
ですが、認定団体の名称を資格名と共に示す
必要があること、専門医機構による認定を受
けた専門性と同一の基本的な診療領域に該当
する専門性について学会による認定を受けた
旨を広告することは原則としてできないこと
に注意が必要と思われます（ガイドライン第
４．４（９）Ｑ&Ａ：Ｑ３－５、６）。また、医師の
略歴として記載する事項は社会的な評価を受
けている客観的事実であってその正否につい
て容易に確認できるものであることが必要と
されます。医師会の役職や学会の役員である
旨は現任であれば広告は可能ですが、当該団

体のウェブサイト上等で活動内容や役員名簿
が公開されていることが必要です（Ｑ&Ａ：
Ｑ３－15）。

■相■談■者  ：最後に、上記（３）の広告可能事項
の限定解除とはどういうことなのでしょうか。
■弁■護■士  ：上記（２）のとおり、原則として広告
可能な事項以外は広告をしてはならないこと
とされていますが、患者等が自ら求めて入手す
る情報については、適切な情報提供が円滑に
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上禁止される広告（上記（１））を記載してはな
らないことは同様ですので、改めてご注意くだ
さい。
①医療に関する適切な選択に資する情報で

あって患者等が自ら求めて入手する情報を
表示するウェブサイトその他これに準じる
広告であること。

②表示される情報の内容について、患者等が
容易に照会ができるよう、問い合わせ先を
記載することその他の方法により明示する
こと。

③自由診療に係る通常必要とされる治療等の
内容、費用等に関する事項について情報を
提供すること。

④自由診療に係る治療等に係る主なリスク、副
作用等に関する事項について情報を提供す
ること。

■相■談■者  ：医療広告規制の基本的な枠組み
について理解できました。感覚的に問題ない
だろうと思っていても詳しく調べてみると違反
している事項がありそうでしたので、十分に注
意して当局の指導等を受けないように気を付
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（１）法令上禁止される広告は記載してはな
らないこと、（２）原則として広告可能な事
項しか記載できないこと、（３）（２）の例
外として、広告可能事項の限定解除の要件
を満たす場合は広告可能な事項の限定を解
除し、他の事項を広告することができるこ
との３点である。
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